
小牧市国民保護計画の軽微な変更にかかる新旧対照表 
 

（平成１９年４月１日修正） 

頁 変更前 変更後 変更理由 

P14 第２編 平素からの備えや予防 

 第１章 組織・体制の整備等 

 １ （略） 

 ２ 市職員の参集基準等 

   （１）から（４）略 

 

   （５）幹部職員等の参集が困難な場合の対応 

          （中略） 

      市対策本部長である市長に事故があった場合には、助役助役助役助役、、、、

収入役収入役収入役収入役、総務部長の順に指揮をとる。 

 

第２編 平素からの備えや予防 

 第１章 組織・体制の整備等 

 １ （略） 

 ２ 市職員の参集基準等 

   （１）から（４）略 

 

   （５）幹部職員等の参集が困難な場合の対応 

          （中略） 

      市対策本部長である市長に事故があった場合には、

副市長副市長副市長副市長２２２２人人人人、総務部長の順に指揮をとる。 

 

地方自治法の一部

を改正する法律

（平成１９年４月

１日施行）に伴う

変更 

P30 第３編 武力攻撃事態等への対処 

 第１章 国民保護措置の実施体制 

 １ 武力攻撃事態等の認定後における国民保護措置の実施体制 

   （１）から（２）略 

 

   図３－２ 市緊急事態連絡室の構成等 

    ※図一部抜粋   

連絡室長 市 長 

助 役助 役助 役助 役    

収 入収 入収 入収 入 役役役役    

消 防 長 

総 務 部 長 

参集室員 

関係部課長  

第３編 武力攻撃事態等への対処 

 第１章 国民保護措置の実施体制 

 １ 武力攻撃事態等の認定後における国民保護措置の実施体

制 

   （１）から（２）略 

 

   図３－２ 市緊急事態連絡室の構成等 

    ※図一部抜粋   

連絡室長 市 長 

副 市 長副 市 長副 市 長副 市 長 ２２２２ 人人人人    

消 防 長    

総 務 部 長 

参集室員 

関 係 部 課 長  

地方自治法の一部

を改正する法律

（平成１９年４月

１日施行）に伴う

変更 

P33 第３編 武力攻撃事態等への対処 

 第２章 市対策本部の設置等 

１ 市対策本部の設置 

   （１）から（２）略 

 

   図３－３ 市対策本部の組織及び機能 

    ※図一部抜粋   

対策副本部長 

助助助助            役役役役    

収収収収    入入入入    役役役役  

第３編 武力攻撃事態等への対処 

 第２章 市対策本部の設置等 

１ 市対策本部の設置 

   （１）から（２）略 

 

   図３－３ 市対策本部の組織及び機能 

    ※図一部抜粋   

対策副本部長 

副市長副市長副市長副市長２２２２人人人人     

地方自治法の一部

を改正する法律

（平成１９年４月

１日施行）に伴う

変更 

 



小牧市国民保護計画の軽微な変更にかかる新旧対照表 
 

（平成２０年４月１日修正）№１ 
頁 変更前 変更後 変更理由 

P30 第１章 国民保護措置の実施体制 

１ 武力攻撃事態等の認定後における国民保護措置の実施体制 

⑵ 市対策本部を設置すべき通知がない場合 

  ア 市緊急事態連絡室の設置 

（中略）図３－２ 市緊急事態連絡室の構成等 

第１章 国民保護措置の実施体制 

１ 武力攻撃事態等の認定後における国民保護措置の実施体制 

⑵ 市対策本部を設置すべき通知がない場合 

  ア 市緊急事態連絡室の設置 

（中略）図３－２ 市緊急事態連絡室の構成等 

表記修正 

 

P33 第３編 武力攻撃事態等への対処 

 第２章 市対策本部の設置等 

１ 市対策本部の設置 

   （１）から（２）略 

   図３－３ 市対策本部の組織及び機能 

    ※図一部抜粋   

対策本部員 

教 育 長 

市民病院長 

企 画 部 長 

総 務 部 長 

市 民 部市 民 部市 民 部市 民 部 長長長長    

福 祉 部福 祉 部福 祉 部福 祉 部 長長長長    

環 境 部環 境 部環 境 部環 境 部 長長長長    

建 設 部建 設 部建 設 部建 設 部 長長長長 

水 道 部 長 

教 育 部 長 

消 防 長 

市民病院事務局長 

議会事務局長  

第３編 武力攻撃事態等への対処 

 第２章 市対策本部の設置等 

１ 市対策本部の設置 

   （１）から（２）略 

   図３－３ 市対策本部の組織及び機能 

    ※図一部抜粋   

 
対策本部員 

教 育 長 

市民病院長 

企 画 部 長 

総 務 部 長 

市民産業部長市民産業部長市民産業部長市民産業部長    

健康福祉部長健康福祉部長健康福祉部長健康福祉部長    

環境交通環境交通環境交通環境交通部長部長部長部長    

都市建設部長都市建設部長都市建設部長都市建設部長    

都市建設部参事都市建設部参事都市建設部参事都市建設部参事 

水 道 部 長 

教 育 部 長 

消 防 長 

市民病院事務局長 

議会事務局長 

会計管理者会計管理者会計管理者会計管理者    

監査委員事務局長監査委員事務局長監査委員事務局長監査委員事務局長    

平成２０年度組織改

正による変更及び 

その他変更（市災害対

策本部員が修正され

たことによる変更） 

関係部関係部関係部関係部長長長長・・・・    

次次次次長長長長・・・・課長課長課長課長    

副市長

２人 

関係部課長関係部課長関係部課長関係部課長    

副市長

２人 



小牧市国民保護計画の軽微な変更にかかる新旧対照表 
 

（平成２０年４月１日修正）№２ 
頁 変更前 変更後 変更理由 

P3 

 

 

 

 

 

 

第１編  

第２章 国民保護措置等に関する基本方針 

６ 高齢者、障害障害障害障害者等への配慮及び国際人道法の的確な実施 

   市は、国民保護措置等の実施に当たっては、高齢者、障害障害障害障害者、

外国人及び旅行者その他特に配慮を要する者の保護について

留意する。 

 

第１編  

第２章 国民保護措置等に関する基本方針 

６ 高齢者、障障障障がいがいがいがい者等への配慮及び国際人道法の的確な実施 

   市は、国民保護措置等の実施に当たっては、高齢者、障障障障がいがいがいがい

者、外国人及び旅行者その他特に配慮を要する者の保護につい

て留意する。 

 

平成 20 年 3月 18 日

付 19 小福第 3069 号 

福祉部長通知 

 

「障がい」の表記の

使用に関する取扱い

に基づく修正 

P19 第２編 

 第１章 組織・体制の整備等 

第４ 情報収集・提供等の体制整備 

１ 基本的考え方 

表２－４中 

（中略） 

・国民に情報を提供するに当たっては、サイレン、広報車等

を活用するとともに、高齢者、障害障害障害障害者、外国人その他の情報

の伝達に際し援護を要する者及びその他通常の手段では情報

の入手が困難と考えられる者に対しても情報を伝達できるよ

う必要な検討を行い、体制の整備を図る。 

第２編 

 第１章 組織・体制の整備等 

第４ 情報収集・提供等の体制整備 

１ 基本的考え方 

表２－４中 

（中略） 

・国民に情報を提供するに当たっては、サイレン、広報車等

を活用するとともに、高齢者、障障障障がいがいがいがい者、外国人その他の情

報の伝達に際し援護を要する者及びその他通常の手段では情

報の入手が困難と考えられる者に対しても情報を伝達できる

よう必要な検討を行い、体制の整備を図る。 

平成 20 年 3月 18 日

付 19 小福第 3069 号 

福祉部長通知 

 

「障がい」の表記の

使用に関する取扱い

に基づく修正 

P19 第２編 

 第１章 組織・体制の整備等 

第４ 情報収集・提供等の体制整備 

２ 警報等の伝達に必要な準備 

 ⑴ 警報の伝達体制の整備 

   （中略） 

この場合において、民生委員や社会福祉協議会等との協力

体制を構築するなど、高齢者、障害障害障害障害者、外国人等に対する

伝達に配慮する。 

 

第２編 

 第１章 組織・体制の整備等 

第４ 情報収集・提供等の体制整備 

２ 警報等の伝達に必要な準備 

 ⑴ 警報の伝達体制の整備 

   （中略） 

この場合において、民生委員や社会福祉協議会等との協力

体制を構築するなど、高齢者、障障障障がいがいがいがい者、外国人等に対す

る伝達に配慮する。 

 

平成 20 年 3月 18 日

付 19 小福第 3069 号 

福祉部長通知 

 

「障がい」の表記の

使用に関する取扱い

に基づく修正 

P22 第２編 

 第１章 組織・体制の整備等 

第５ 研修及び訓練 

２ 訓練 

⑶ 訓練に当たっての留意事項 

イ 国民保護措置等についての訓練の実施においては、住民の

避難誘導や救援等に当たり、自治会・町内会の協力を求める

とともに、特に高齢者、障害障害障害障害者その他特に配慮を要する者へ

の的確な対応が図られるよう留意する。 

 

第２編 

 第１章 組織・体制の整備等 

第５ 研修及び訓練 

２ 訓練 

⑶ 訓練に当たっての留意事項 

イ 国民保護措置等についての訓練の実施においては、住民の

避難誘導や救援等に当たり、自治会・町内会の協力を求める

とともに、特に高齢者、障障障障がいがいがいがい者その他特に配慮を要する者

への的確な対応が図られるよう留意する。 

 

平成 20 年 3月 18 日

付 19 小福第 3069 号 

福祉部長通知 

 

「障がい」の表記の

使用に関する取扱い

に基づく修正 



小牧市国民保護計画の軽微な変更にかかる新旧対照表 
 

（平成２０年４月１日修正）№３ 
頁 変更前 変更後 変更理由 

P24 第２編 

第２章 避難及び救援に関する平素からの備え 

１ 避難に関する基本的事項 

⑶ 高齢者、障害者障害者障害者障害者等災害時要援護者への配慮 

市は、避難住民の誘導に当たっては、高齢者、障害障害障害障害者等自ら

避難することが困難な者の避難について、自然災害時への対応

として作成している避難支援プランを活用しつつ、災害時要援

護者の避難対策を講じる。その際、避難誘導時においては、職

員の配置に留意する。 

第２編 

第２章 避難及び救援に関する平素からの備え 

１ 避難に関する基本的事項 

⑶ 高齢者、障障障障がいがいがいがい者者者者等災害時要援護者への配慮 

市は、避難住民の誘導に当たっては、高齢者、障障障障がいがいがいがい者等自

ら避難することが困難な者の避難について、自然災害時への対

応として作成している避難支援プランを活用しつつ、災害時要

援護者の避難対策を講じる。その際、避難誘導時においては、

職員の配置に留意する。 

平成 20 年 3月 18 日

付 19 小福第 3069 号 

福祉部長通知 

 

「障がい」の表記の

使用に関する取扱い

に基づく修正 

P28 第２編 

第４章 国民保護に関する啓発 

１ 国民保護措置等に関する啓発 

 ⑴ 啓発の方法 

   （中略） 

また、高齢者、障害障害障害障害者、外国人等に対しては、点字や外国

語を使用した広報媒体を使用するなど実態に応じた方法によ

り啓発を行う。 

第２編 

第４章 国民保護に関する啓発 

１ 国民保護措置等に関する啓発 

 ⑴ 啓発の方法 

   （中略） 

また、高齢者、障障障障がいがいがいがい者、外国人等に対しては、点字や外

国語を使用した広報媒体を使用するなど実態に応じた方法

により啓発を行う。 

平成 20 年 3月 18 日

付 19 小福第 3069 号 

福祉部長通知 

 

「障がい」の表記の

使用に関する取扱い

に基づく修正 

P41 第３編 

第４章 警報及び避難の指示等 

第１ 警報の伝達等 

２ 警報の内容の伝達方法 

⑶ 警報の内容の伝達においては、特に、高齢者、障害障害障害障害者、外

国人等に対する伝達に配慮するものとし、具体的には、災害

時要援護者に関する避難支援プランを活用するなど、災害時

要援護者に迅速に正しい情報が伝達され、避難などに備えら

れるような体制の整備に努める。 

 

第３編 

第４章 警報及び避難の指示等 

第１ 警報の伝達等 

２ 警報の内容の伝達方法 

⑶ 警報の内容の伝達においては、特に、高齢者、障障障障がいがいがいがい者、

外国人等に対する伝達に配慮するものとし、具体的には、災

害時要援護者に関する避難支援プランを活用するなど、災害

時要援護者に迅速に正しい情報が伝達され、避難などに備え

られるような体制の整備に努める。 

 

平成 20 年 3月 18 日

付 19 小福第 3069 号 

福祉部長通知 

 

「障がい」の表記の

使用に関する取扱い

に基づく修正 

P43  

 

第３編 

第４章 警報及び避難の指示等 

第２ 避難住民の誘導等 

⑵ 避難実施要領の項目 

（中略） 

ク 高齢者、障害障害障害障害者その他特に配慮を要する者への対応 

第３編 

第４章 警報及び避難の指示等 

第２ 避難住民の誘導等 

⑵ 避難実施要領の項目 

（中略） 

ク 高齢者、障障障障がいがいがいがい者その他特に配慮を要する者への対応 

平成 20 年 3月 18 日

付 19 小福第 3069 号 

福祉部長通知 

 

「障がい」の表記の

使用に関する取扱い

に基づく修正 

 



小牧市国民保護計画の軽微な変更にかかる新旧対照表 
 

（平成２０年４月１日修正）№４ 
頁 変更前 変更後 変更理由 

P45 第３編 

第４章 警報及び避難の指示等 

第２ 避難住民の誘導等 

３ 避難住民の誘導 

⑹ 高齢者、障害障害障害障害者等への配慮 

    市長は、高齢者、障害障害障害障害者等の避難を万全に行うため、社会

福祉協議会、民生委員、介護保険制度関係者、障害障害障害障害者団体等

と協力して、災害時要援護者への連絡、運送手段の確保を的

確に行うものとする。 

 

第３編 

第４章 警報及び避難の指示等 

第２ 避難住民の誘導等 

３ 避難住民の誘導 

⑹ 高齢者、障障障障がいがいがいがい者等への配慮 

    市長は、高齢者、障障障障がいがいがいがい者等の避難を万全に行うため、社

会福祉協議会、民生委員、介護保険制度関係者、障障障障がいがいがいがい者団

体等と協力して、災害時要援護者への連絡、運送手段の確保

を的確に行うものとする。 

 

平成 20 年 3月 18 日

付 19 小福第 3069 号 

福祉部長通知 

 

「障がい」の表記の

使用に関する取扱い

に基づく修正 

P63 第３編 

第９章 保健衛生の確保その他の措置 

１ 保健衛生の確保 

⑴ 保健衛生対策 

   （中略） 

    この場合において、高齢者、障害障害障害障害者その他特に配慮を要す

る者の心身双方の健康状態には特段の配慮を行う。 

 

第３編 

第９章 保健衛生の確保その他の措置 

１ 保健衛生の確保 

⑴ 保健衛生対策 

   （中略） 

    この場合において、高齢者、障障障障がいがいがいがい者その他特に配慮を要

する者の心身双方の健康状態には特段の配慮を行う。 

 

平成 20 年 3月 18 日

付 19 小福第 3069 号 

福祉部長通知 

 

「障がい」の表記の

使用に関する取扱い

に基づく修正 

    

 


